
資料 ３ 

＜諮問事項＞ 

 

〇新規評価マニュアルの改訂について 

・佐賀県の公共事業評価制度について   …P１ 

・河川事業【生活関連（防災）】の改訂案  …P３ 

 

   



目的：公共事業の効率性と実施過程における透明性の向上

新規評価マニュアルに
関する審議

公共事業の継続の
適否に関する審議

公共事業の効果に
関する検証

新規評価 再評価 事後評価

・新たに着手する事業箇所
を対象に実施

・事業種類毎に評価基準
を定めた「新規評価マニュ
アル」を使って、事業に入
ること（予算をつけること）
が適切かどうかを判断しま
す。

・事業採択後、一定期間
が経過した継続中の事業
を対象に実施

・事業の進捗状況、社会
経済情勢等の変化などの
視点に基づき、事業の継
続が適切かどうかを評価
します。

・事業完了後、おおむね５
年を経過した事業を対象
に実施

・完成した事業について、
当初計画していた効果が
発現しているかどうかを評
価し、今後の事業の改善
に結びつけます。
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佐賀県の公共事業評価制度

1

整備系

維持系

社会資本の新築及び改築に関する事業

県の施策に基づき、広域的な視点から実施する事業県の施策に基づき、広域的な視点から実施する事業

地域住民の生活に密接に関連し、安全性や利便性向上を主目的で行う事業地域住民の生活に密接に関連し、安全性や利便性向上を主目的で行う事業

県内の基幹産業の振興を促す又は産業の効率化を図る目的で行う事業県内の基幹産業の振興を促す又は産業の効率化を図る目的で行う事業

広域事業

生活関連事業

産業活性化事業

既存社会資本の維持管理に関する事業

既存施設の利活用に関しての機能保全や管理者責任で行う事業

維持管理事業

道路事業、農道整備事業

道路事業、街路事業、都市公園事業、河川事業、砂防事業、地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対策事業、
港湾事業、海岸事業、県営住宅整備事業、農道整備事業、中山間地域総合整備事業、クリーク防災機能保全事
業、ため池等整備事業、湛水防除事業、水環境整備事業、漁港海岸事業、治山事業、林道事業

港湾事業、経営体育成基盤整備事業、農業水利施設保全事業、漁港事業、農道整備事業、中山間地域総合整備
事業、クリーク防災機能保全事業、ため池等整備事業、湛水防除事業、水環境整備事業

道路事業、土地改良事業（水利施設）、河川事業、海岸（建設海岸）事業、ダム事業、港湾事業、漁港事業

新規評価対象事業の分類

新
規
評
価
対
象
事
業
の
分
類
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新規評価マニュアルの体系及び基準

（評価視点）

位置付け

必要性・効果

実施環境

（評価項目） （評価指標） （配点）

計１００点
評価
Ａ～Ｃ

・
・
・

・
・
・
・

・
・
・

計１００点
評価
Ａ～Ｃ

計１００点
評価
Ａ～Ｃ

県の施策や役割
に対する評価

現状・課題・効果
に対する評価

実施するための
条件に対する評価

例）整備・事業計画

例）費用対効果

例）地元の状況

各
事
業
の
特
性
を
表
す

評
価
指
標
を
設
定
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新規評価マニュアルの体系及び基準

◆評価視点毎の合計点によりＡ～Ｃに区分

◆評価視点毎の評価結果（Ａ～Ｃ）を組み合わせてランク付け

評価基準

判断基準

実施環境必要性・効果位置付け

80点以上80点以上80点以上Ａ

60～80点未満60～80点未満60～80点未満Ｂ

60点未満60点未満60点未満Ｃ

評価の組み合わせ整備方針ランク

ＡＡＡ、ＡＡＢ優先的に事業を実施Ⅰ

ＡＢＢ、ＢＢＢ事業を実施Ⅱ

ＡＡＣ、ＡＢＣ
ＡＣＣ、ＢＢＣ、ＢＣＣ、ＣＣＣ

新規着手を見合わせるⅢ
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新規評価マニュアルの変更

【河川砂防課】

対象事業︓河川事業
【生活関連（防災）】

2

整
備
系

広
域
事
業

維
持
系

新
規
事
業
評
価

・
・
・
・

街
路
事
業

都
市
公
園
事
業

河
川
事
業

道
路
事
業

新規評価マニュアルによる新規評価対象事業の分類系統図（抜粋）

生
活
関
連
事
業

産
業
活
性
化

砂
防
事
業

生
活
関
連
（
防
災
）

生
活
関
連
（
環
境
）
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3

評価体系

4

評価体系

河川整備計画等 今回変更
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マニュアル変更の背景・必要性（近年の河川行政）

河川法に基づく河川整備

気候変動により、全国各地で水災害の激甚化・頻発化

※佐賀県においても令和元年、令和３年に六角川水系で大規模な浸水被害が発生

○治水、利水、環境の観点から河川を総合的に管理

○河川整備基本方針・河川整備計画を策定し、計画的に整備を実施

流域治水への転換

○従来の堤防の整備、ダムの建設・再生などの対策をより一層加速すると
ともに、流域に関わるあらゆる関係者が協働して水害対策を行う考え方

○上記の考え方にもとづき、各水系で流域治水プロジェクトを策定し、取
組を実施

流域治水の更なる拡充

○特定都市河川浸水対策法の一部改正（令和３年１１月１日全面施行）
ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の本格的実践に向けて、
特定都市河川浸水被害対策法に基づく特定都市河川を全国の河川に拡大

○佐賀県の六角川水系で上記にもとづく、特定都市河川に指定
（令和５年３月２８日）
法に基づく流域水害対策計画を策定中（今年度中に策定見込み）
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河川整備計画
（河川法）

【今回変更（案）】【現行】
評価要素

⇒

評価要素
河川整備計画等河川整備計画等

50河川整備計画又は流域水害対策計画
に位置付けられている50河川整備計画に位置付けられている

40流域治水プロジェクトに位置付けら
れている40中長期河川整備計画に位置付けられ

ている

30
河川整備計画の策定中（川づくり委
員会及び公聴会を開催済）又は流域
水害対策計画の策定中（流域水害対
策計画の案を公表済）

30河川整備計画の策定中（川づくり委
員会及び公聴会を開催済）

0上記計画及びプロジェクトがない0上記計画がない

河川事業 位置付け 河川整備計画等のマニュアル変更案

【各計画・プロジェクトの関係性】

流域水害対策計画
(特定都市河川浸水被害対策法)

流域治水プロジェクト

河川整備計画
（河川法）

中長期河川整備計画

河道整備 等

河道整備 等（局部改良 等）

河道整備 等 河道整備 等

河道整備 等（局部改良 等）
流域対策 等

流域対策 等
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